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株式会社日本アクアの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 
 
 当社は、平成 21 年２月 25 日開催の取締役会において、株式会社日本アクアの株式を取得し、

子会社化することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 
１． 株式の取得の理由 

地球温暖化対策として住宅の断熱性能を高め、CO2 の排出量を抑制することは、現在国の

住宅政策の柱であり、家づくりにおいてユーザーの関心度は非常に高いものがあります。 

同社の提供する断熱材「アクアフォーム」は、硬質ウレタンフォームを水の力で発泡し吹

付け施工する従来にない断熱材で住宅の断熱気密性能を高めることのできる大変コストパ

フォーマンスに優れ、既に木造住宅における発泡ウレタン断熱材では高いシェアを保有し

ており、注文住宅だけでなく分譲住宅や賃貸住宅市場において大きな成長が期待できる企

業であります。 

今後は、高気密高断熱住宅の技術開発や商品開発を共同して行い、当社グループの提供

する住宅性能を高めていく他、住宅断熱市場において同社のシェアを伸ばしていくことで

当社グループの収益にも大いに貢献してくれるものと期待しています。 

 

２． 異動する子会社（株式会社日本アクア）の概要 

(１)商     号 株式会社日本アクア 

(２)代 表 者        代表取締役社長 中村 文隆 

(３)所 在 地        名古屋市瑞穂区弥富通二丁目４番地１ 

(４)設 立 年 月 日        平成 16 年 11 月 29 日 

(５)主な事業の内容 建築資材の製造販売及び熱絶縁工事等 

(６)決  算  期 10 月 

(７)従 業 員 数 31 名（平成 21 年１月 31 日現在） 

(８)主 な 事 業 所        名古屋市、大阪府、東京都 

(９)資 本 金 20,000 千円 

(10)発行済株式総数 400 株 

(11)株  主  構  成 中村 文隆     134 株（33.5％） 

  （所有割合） 同社取締役他２名 266 株（66.5％） 

 

 

 



(12)最近事業年度における業績の動向 

 平成 19 年 10 月期 平成 20 年 10 月期 

売 上 高 925 百万円 1,576 百万円 

売 上 総 利 益 177 百万円 297 百万円 

営 業 利 益 15 百万円 65 百万円 

経 常 利 益 15 百万円 66 百万円 

当 期 利 益 9 百万円 39 百万円 

総 資 産 223 百万円 367 百万円 

純 資 産 25 百万円 64 百万円 

１株当たり配当金 ―円 ―銭 ―円 ―銭 

 

３． 株式の取得先 

(１) ① 氏    名  中村 文隆、同社取締役他２名 

  ② 当社との関係   該当事項はありません。 

 

４． 取得株式数取得価額および取得前後の所有株式の状況 

(１)異動前の所有株式数       ０株（所有割合 0.0％、議決権数 ０個） 

(２)取 得 株 式 数                350 株（取得価額 315 百万円、議決権数 350 個）  

(３)異動後の所有株式数       350 株（所有割合 87.5％、議決権数 350 個） 

 

５． 日程 

平成 21 年２月 25 日  取締役会決議  

 平成 21 年２月 25 日  株券引渡し期日 

 

６． 今後の見通し 

子会社化後の連結業績見通し 

 平成 21 年 12 月期 

連 結 売 上 高   22,169 百万円（1,891 百万円） 

連結営業利益   705 百万円（   70 百万円） 

連結経常利益 682 百万円（   69 百万円） 

連結当期純利益 372 百万円（   40 百万円） 

  ※１ （ ）内は子会社化による影響見込み額であります。 

  ※２ 平成 21 年 12 月期は、取得日の関係から 10 ヶ月分のみを連結しております。 

  ※３ 業績見通しにつきましては、現在当社において入手可能な情報に基づき当社の 

判断によるものであります。実際の業績等は、今後様々な要因により上記見通 

しと異なる可能性があります。 

 

以  上 

 

 


